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福祉保健研修交流センターウィリング横浜 

令和５年度 事業計画 
 

 

１ 施設の管理運営・貸出業務 

福祉保健人材の確保・定着・育成の拠点である福祉保健研修交流センターウィリング横

浜の研修・情報提供・交流支援等の事業を円滑に実施するよう施設を適正運営します。 

 

（１）施設の目的に沿った管理運営 

福祉保健活動従事者及び一般の利用者が、快適に研修室等を利用できる環境を提供

することで、施設の設置目的を達成します。 

また、施設の周知・広報を充実させ、目標稼働率を達成します。 

 

ア 研修室目標稼働率※ 

第５期指定管理期間 

（令和５年度～９年度） 
60％（平日昼間 68％） 

 

第４期指定管理期間中は一時稼働率が 30％台まで低下しましたが、令和４年度は

新型コロナウイルス感染者数の減少等により利用回復の兆しが見られました。        

利用者の皆様に安心してご利用いただけるよう環境整備に努めるとともに、積極

的な広報に取り組み利用増加につなげます。 

 

※研修室目標稼働率は、研修室 501～503・901～904・112・121～127、多目的室、 

討議室 1～7の貸出室数をもとに算出します。 

    

イ 周知・広報 

（ア）ホームページや研修室の予約システムを活用して、広く市民に向けてタイムリー

な情報提供を行います。 

（イ）チラシやリーフレットを福祉保健活動従事者や既存利用者に配布することにより 

さらなる利用促進を図ります。 

（ウ）本会広報誌等への広告掲載や貸会議室検索サイトへの掲載等により、新規利用者 

の獲得につなげます。 

（エ）予約システムに蓄積されたデータをもとに各室の稼働状況や利用団体等の利用

状況を分析し、利用増加につなげる効果的な広報に取り組みます。 

 

（２）建物・設備等の管理 

利用者が快適・安全・安心して施設を利用できるよう、施設の維持・保全・管理に努

めます。 

 

ア 建物・設備等の保守・修繕 

建物・設備の適切な維持・管理を行うため、日常の点検や小破修繕に加え、定期点

検を実施します。 

老朽化が進んでいる設備や備品について、修繕及び設備更新計画に基づき修繕を

実施するとともに、適宜、計画を見直し、利用環境の向上に努めます。なお、修繕

及び設備更新計画に基づき 11 階フロアカーペット張替えや 10 階研修室等の壁紙貼
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替えを行います。 

 

イ 清掃・設営業務 

環境衛生、美観の維持を心がけ、施設として安全かつ快適な空間を保つため次の業

務を行います。 

（ア）日常清掃  

日常的な清掃を行い、施設・備品・器具等が常に清潔かつ良好な状態で使用でき

る環境が保たれるようにします。 

（イ）定期清掃 

日常清掃では実施が困難な箇所の清掃をするため、年４回定期清掃を行います。 

（ウ）研修室等の設営 

利用者から机・椅子等の配置や備品の要望を事前に伺い準備することで、当日は利

用者による会場の準備が不要となり、安心・快適に研修室等を利用できるよう、引き

続き努めます。 

 

ウ 安全管理 

（ア）警備関係業務 

施設の防犯・保安管理のため、職員や警備員による定期巡回を実施します。 

また、警備員による警備方法は、年中無休・24時間体制とし、防犯・保安対策に

ついては、ゆめおおおか管理組合と協力・連携を図りながら行います。 

   （イ）緊急時の対応 

事件・事故・災害等の緊急時は対応マニュアルに基づき、警備や関係機関への通

報、避難誘導等を迅速に行います。 

また、建物全体の防災訓練への参加や職員会議等の場において対応マニュアル等

の共有を行うとともに、防災用品や災害対策仕様の飲料自動販売機を整備します。 

     

（３）利用者ニーズの把握、苦情対応 

利用者からの要望や苦情は、業務水準向上の機会と捉え、速やかに、かつ適切に要望

等を受け止めて改善を図り、利用者満足度の向上を目指します。 

 

ア 施設内にご意見箱を設置するとともに、本会ホームページ内のご意見・ご提案入 

力フォームにおいて、常に利用者からの意見・要望を受け止める機会をつくります。 

 

イ 窓口満足度調査を実施し、調査結果を施設運営の改善に生かし、サービスの質の向

上につなげます。 

 

（４）個人情報保護・情報公開 

   個人情報については関連する法令等を遵守するとともに、法令をふまえて策定した

「保有する個人情報保護に関する規程」に基づき適切に取り扱います。また、個人情

報保護に関する研修を実施します。 

情報公開にあたっては、「本会の保有する情報公開に関する規程」に基づき速やかに

対応します。 

 

（５）職員体制・育成 

ア 職員配置 

  次のとおり職員配置を行い、適正な施設の管理運営及び事業実施に努めます。 
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部署等の名称 担当業務 
常勤 
職員 

非常勤 
職員 主な担当業務 

館長 館内業務総括 1     - 全体業務総括 

管理運営担当 
センター管理 

運営事業 
8  9  

管理運営業務、フロント業務 

等 

人材開発担当 人材開発育成事業 8  13 
人材開発育成事業、研修事

業、情報資料室業務 等 

合  計 17  22    

   

イ 職員育成の取組 

（ア）本会が作成した「人材育成計画」の職員育成体系に基づき、OJTの実施及び他

機関が実施する研修も含めて参加することにより、職員の資質向上に取り組みま

す。 

（イ）窓口業務は施設の顔であるとともに運営団体である本会のイメージにも直結

するため、本会が実施する接客・接遇等研修の他、ウィリング横浜独自でも研修

を実施し、利用者満足度の向上に努めます。 

 

２ 人材育成事業 【重点】 

研修のコンセプトを「組織力の向上と地域福祉の推進」と定め、主催する全ての研修内

容に反映させます。受講者が計画的に選択できるよう、研修は「組織力を高める」「専門力

を高める」「地域力を高める」の３つの目的に分け実施します。地域福祉の担い手である民

生委員・児童委員研修も引き続き実施します。 

知識や技術の習得に加え、施設ヒアリング等で要望の高い集合研修を主軸として、意見

交換や事業種別をこえた横のつながりを意識した研修を実施し、リモート学習に適した研

修には Webを取り入れます。 

より広い受講機会提供のため、研修実施にとどまらず、施設・事業所に向けた研修支援

として講師紹介や研修企画実施のノウハウを提供します。 

また、利用者の利便性向上のため、研修情報サイトの再構築を令和６年度に向けて進め

るほか、福祉保健団体等のニーズを踏まえた研修ができるよう、研修委員会等を実施しま

す。 

           令和５年度実施予定 

研修件数 64件 

研修コース数 66本 

研修受講者数 2,519人 

研修開催日数 80日 

 

（１）主催研修 

引き続きキャリアパス対応生涯研修課程を主軸に、福祉人材の定着・育成に取り組み

ます。 

 

ア 組織力を高める研修 

福祉保健従事者が所属する組織の中で期待される役割を果たすとともに、職員間の

連携を強化することが、組織力の強化やサービスの質の向上へつながります。そのた

め、全国社会福祉協議会が開発した「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」をベ
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ースに、組織の各階層間の連動を意識した研修を実施します。 

（ア）福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程（初任者から管理職員まで階層別） 

（イ）人材育成（新任管理職のための運営基礎、後輩育成担当者のための OJT 研修、

部下とのコミュニケーション実践研修等） 

（ウ）ストレスマネジメント（初任者のためのこころのリフレッシュ研修、管理者の

ためのメンタルヘルス対策研修等） 

（エ）リスクマネジメント（基礎から学ぶリスクマネジメント研修等） 

（オ）接遇・マナー（ビジネスマナーの基本～福祉職場における接遇～） 

（カ）記録（初任者のための記録入門、組織を守る記録の書き方研修等） 

（キ）組織運営管理（採用担当者向け研修等） 

 

イ 専門力を高める研修 

福祉保健活動従事者として求められる専門的な知識・技術の習得を目的とした研修

や、対人援助の専門職として必要な視点や役割を学ぶ研修を実施します。 

また、よこはま福祉・保健カレッジ参画機関との連携により、参画機関の専門性を

生かした研修を実施します。 

（ア）はじめての対人援助（対人援助職のためのコミュニケーション研修等） 

（イ）中・上級者向け 社会福祉援助技術（家族支援を考える、ヤングケアラーをとり

まく世帯支援等） 

（ウ）コミュニケーション（プレゼンテーション、ファシリテーション研修） 

（エ）障害理解（障害者支援基礎研修、大人の発達障害、気になる子どもの理解と対

応、パーソナリティ障害の理解と接し方等） 

（オ）制度・施策入門（障害福祉に関する制度・サービス入門、生活保護制度とは） 

（カ）医療基礎知識（ターミナルケア研修、福祉職が知っておきたい高齢者の医療基

礎等） 

 

ウ 地域力を高める研修 

地域と施設がつながる仕組みづくりや、地域福祉活動推進者等の人材の育成を進め

ることを目的とした研修を実施します。 

（社会福祉施設に求められる地域支援とは、地域づくりに生かせる組織運営を学ぶ等） 

 

エ 民生委員・児童委員研修 

民生委員・児童委員が個々の困りごとを受けとめ、地域とともに支え合うまちづく

りを進めるという役割を一層果していけるよう、活動に必要となる理念や知識等に関

する研修を充実していきます。 

（会長・副会長研修、地区会長研修、主任児童委員研修、リーダー養成研修） 

 

（２）研修支援 

施設・事業所、福祉保健活動従事者が、内部研修や勉強会を活用して人材育成や定

着、調査研究を進められるよう、研修企画や講師紹介等に関する相談対応や啓発を行

います。 

また、研修受講者や施設・事業所等へのアンケート、施設訪問等によるヒアリング

調査を行い、その結果を実施研修や啓発、相談対応へ反映します。 
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（３）周知・広報 

ア ハマ・キャリ・ネット 

ウィリング横浜が進める研修情報システムとして、ハマ・キャリ・ネットの稼働を

継続します。研修情報としてインターネット上での研修案内の公開に加え、WEB上で

直接申込システムを稼働しています。サイト内の検索及び受講者のキャリアパス管理

を容易にし、より便利に活用できるようシステムを改善することにより、講座への参

加促進を強化します。 

 

イ 研修周知 

（ア）研修チラシ等を横浜市内の福祉保健施設等約 2,700か所へ郵送します。 

（イ）ＳＮＳを活用した周知を計画的に行い、タイムリーな情報提供を行います。 

（ウ）ホームページ等を活用した周知を広く行います。 

 

（４）研修委員会の開催 

ウィリング横浜の研修等事業について、福祉保健関係団体や施設・事業所のニーズに

即した研修ができるよう、外部有識者、カレッジ参画機関及び市の人材育成所管課長等

を委員とする研修委員会を設置し、定期開催して、企画・進行管理・評価等を行います。

（年３回） 
 

（５）情報収集 

研修ニーズや人材育成の状況、最新動向等を把握し、事業へ反映するため、受講者ア

ンケートを実施するほか、市内の福祉保健施設や事業所等に出向きヒアリングを実施

します。 

ヒアリングを通した研修受講後の活用方法等、施設事業所で役立つ情報を提供する

工夫を検討します。 

 

（６）調査研究 

福祉保健従事者や活動者が勉強会などを活用して人材育成や調査研究を進められる

よう、講師紹介等支援を行います。また、福祉保健従事者の参考となるような福祉保健

に関する調査研究報告の情報収集を行い、情報提供の方法について検討します。 

 

３ よこはま福祉・保健カレッジ 

横浜市における福祉及び保健サービスの質の向上を図るため、福祉保健活動従事者育成の

ためのネットワークとして、参画機関の協働による連携研修の実施や、各カレッジ参画団体

の研修をカレッジ認定講座としてハマ・キャリ・ネットにおいて紹介します。これらの講座

の受講により、福祉保健に関する専門知識・技術、対人援助能力、地域福祉推進能力、マネ

ジメント能力を兼ね備えた人材が育成されるよう取り組みます。 

また、積極的に専門機関や職能団体等への情報提供を行い、参画機関の相互連携を深め

る取り組みを行います。 

       令和５年度実施予定 

カレッジ認定講座数 180講座 

カレッジ参画機関数 20機関 
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（１）よこはま福祉・保健カレッジ認定講座 

参画機関が実施する講座のうち、福祉活動・保健活動等の推進に必要な人材の育成及

び確保に繋がる内容については、よこはま福祉・保健カレッジ認定講座として、ハマ・

キャリ・ネットに掲載します。 

 

（２）よこはま福祉・保健カレッジ連携講座の実施 

福祉保健活動従事者を主な対象としてカレッジ参画機関の専門性を生かした研修

を企画し、講師の派遣等を受けることにより、主催研修としてカレッジ連携講座を実

施します。 

 

（３）よこはま福祉・保健カレッジ連絡会議の開催 

参画機関間の相互連携及び協力を進めるため、よこはま福祉・保健カレッジ連絡会議

を開催します。 

 

（４）よこはま福祉・保健カレッジとウィリング横浜の事業連携 

参画機関と連携し、広く「福祉の魅力」を発信し福祉人材の確保や福祉保健活動従事

者のサービスの質の向上を目指します。 

 

４ 情報収集・提供事業 

福祉・保健関連分野の図書・資料等を広く収集し、福祉保健活動従事者や幅広い市民の

方々に、貸出や館内閲覧等により情報を提供します。また、周知・広報に力を入れ、新た

な利用につながるよう努めます。 

           令和５年度実施予定 

閲覧者数 8,000人 

新規登録者数 250人 

貸出冊数 7,800冊 

新規受入数 1,500冊 

 

 （１）図書・資料等の収集・提供 

福祉保健関連分野の図書・視聴覚資料等を収集・提供します。 

福祉保健関係者への情報提供や学習等のため、研修のテーマに合わせた図書・資料や  

大学紀要、福祉保健関連機関の報告書等を収集します。ウィリング横浜の強みを生かし、

研修参加者へのアンケートや研修講師等からの情報収集による図書・資料等の収集・提

供について検討します。 

また、初めて福祉にかかわる方にも読みやすいため、貸出件数が増加している、福祉

をテーマとした漫画も引き続き収集します。 

 

 （２）企画展 

新規利用者を増やす目的で、主催研修等のテーマに関連した図書・資料や福祉保健関

連の蔵書等を展示する企画展を開催します。 
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 （３）情報発信 

     福祉保健活動従事者や幅広い市民の方々が必要な情報を得られるよう、蔵書の新着情

報を蔵書検索ページに掲載するほか、メールマガジンや LINE 、YCAN（市職員の専用ネ

ットワーク）で発信するとともに、テーマ別図書情報を主催研修等で配布する等、様々

な媒体を用いて情報を発信し、広報の工夫を検討します。 

 

（４）その他 

利用者の利便性向上の取組として、郵送等による本の返却を受け付けます。 

 

５ 人材確保・定着支援事業 

福祉保健関係者の心理的負担の軽減や、福祉保健分野への人材定着を目的として、公認心

理師等による福祉保健関係者のためのこころの相談室を運営します。 

メールマガジンやＬＩＮＥを活用する等の工夫を行い、相談が必要な方の早期利用に結び

つくよう更なる周知を図ります。 

アンケートや市内の福祉保健施設や事業所等へのヒアリングを実施し、施設事業所が人材

確保、定着に活用できる情報提供の工夫を検討します。 

 

（１）こころの相談室の運営 

福祉保健活動従事者及びその家族や同僚などその関係者に対して仕事や活動等にお

ける悩みについて公認心理師等 資格を持つカウンセラーが相談を受ける「こころの相

談室」事業を行います。 

福祉保健関係者の抱える問題の解決や心理的負担の軽減を図ることにより、職場への

適応やメンタルヘルスの向上に寄与します。 

カウンセリングや受講者アンケート等からみられる傾向をもとに、働きやすい職場づ

くりのヒントとなる情報を、施設・事業所の管理者等へフィードバックする方法を検討

します。 

 

  令和５年度実施予定 

相談室開設日数 139日 

相談室利用件数 150件 

相談対象 
福祉保健活動従事者、就労予定者及

びその家族や同僚などその関係者 

      ※相談日時:第２・４火曜日、第１・３水曜日、第２・４木曜日、第１・３金曜

日は 18 時 30 分～20 時 30 分、毎週土曜日は 14 時～16 時（祝日およびウィリ

ング横浜が定める休館日を除く） 

 

（２）福祉保健職場の理解促進を目的とした啓発・情報提供 

福祉保健分野における恒常的な人材不足を踏まえ、採用担当者向け研修を開催する

ほか、12 階交流スペース「ウェルじゃん」において、福祉保健分野に関する各種セミ

ナーやかながわ福祉人材センターと連携した案内掲示、施設事業所の紹介動画等情報

提供を行い、福祉保健職場の人材確保、理解促進を目的とした啓発・情報提供を行いま

す。 

また、区社協が実施する就職相談会について、周知等の協力を行います。 



収入 （単位：円）

前年度予算額 当初予算額 補正額 予算現額 増減 備　考

166,606,000 175,832,000 0 175,832,000 9,226,000

166,606,000 175,832,000 0 175,832,000 9,226,000

60,648,000 69,998,000 0 69,998,000 9,350,000

8,500,000 9,700,000 0 9,700,000 1,200,000 研修参加費

52,100,000 60,250,000 0 60,250,000 8,150,000 研修室等利用料

48,000 48,000 0 48,000 0 運送サービス受付取扱手数料等

856,000 856,000 0 856,000 0

456,000 456,000 0 456,000 0 コピー機売上金等

400,000 400,000 0 400,000 0 テキスト代等

2,687,000 2,686,000 0 2,686,000 △ 1,000 自動販売機取扱手数料等

10,415,000 13,829,000 0 13,829,000 3,414,000 繰越金等

241,212,000 263,201,000 0 263,201,000 21,989,000

支出

前年度予算額 当初予算額 補正額 予算現額 増減 備　考

128,765,000 135,803,000 0 135,803,000 7,038,000

66,966,000 65,243,000 0 65,243,000 △ 1,723,000

職員俸給 53,703,000 54,930,000 0 54,930,000 1,227,000

職員諸手当 10,817,000 7,867,000 0 7,867,000 △ 2,950,000

通勤手当 2,446,000 2,446,000 0 2,446,000 0

15,225,000 15,225,000 0 15,225,000 0

29,649,000 34,193,000 0 34,193,000 4,544,000

16,925,000 17,561,000 0 17,561,000 636,000 社会保険料

0 3,581,000 0 3,581,000 3,581,000

104,527,000 122,965,000 0 122,965,000 18,438,000

20,000,000 29,046,000 0 29,046,000 9,046,000

3,178,000 3,047,000 0 3,047,000 △ 131,000 事務用品等

2,000,000 8,705,000 0 8,705,000 6,705,000 貸室備品等

95,000 95,000 0 95,000 0 施設賠償保険料

1,698,000 2,239,000 0 2,239,000 541,000 図書管理システム用機器、印刷機等

5,094,000 4,894,000 0 4,894,000 △ 200,000 研修講師謝金等

158,000 130,000 0 130,000 △ 28,000 職員出張旅費

880,000 845,000 0 845,000 △ 35,000 研修案内冊子、封筒印刷等

2,820,000 5,600,000 0 5,600,000 2,780,000 館内設備等修繕

1,673,000 1,578,000 0 1,578,000 △ 95,000 電話料金、研修受講通知等送付経費

50,000 50,000 0 50,000 0 委員会費用弁償等

146,000 324,000 0 324,000 178,000 研修室利用案内・周知経費

50,223,000 50,495,000 0 50,495,000 272,000 施設保守管理業務、研修周知等

989,000 1,192,000 0 1,192,000 203,000 振込手数料等

13,368,000 12,725,000 0 12,725,000 △ 643,000 消費税、印紙税

2,155,000 2,000,000 0 2,000,000 △ 155,000 情報資料室書籍

1,725,000 1,537,000 0 1,537,000 △ 188,000

312,000 282,000 0 282,000 △ 30,000 健康診断費用等

107,000 79,000 0 79,000 △ 28,000 職員派遣研修費

288,000 241,000 0 241,000 △ 47,000 クラウドサービス利用料等

0 30,000 0 30,000 30,000

404,000 199,000 0 199,000 △ 205,000 プロバイダ経費

6,000 173,000 0 173,000 167,000 労務管理委託費

470,000 173,000 0 173,000 △ 297,000 ネットワークセキュリティ経費

128,000 350,000 0 350,000 222,000 勤怠システム保守等

10,000 10,000 0 10,000 0

7,000 7,000 0 7,000 0

0 640,000 0 640,000 640,000 ネットワークHDD等

6,188,000 2,249,000 0 2,249,000 △ 3,939,000 会計監査人監査委託料、本部経理事務等負担金

241,212,000 263,201,000 0 263,201,000 21,989,000

消耗品費支出

法定福利費支出

職員給料支出

退職積立金

法人会計から負担

項目

事業費支出

利用料収入

利用料等負担金収入

雑収入

参加費収入

職員賞与支出

負担金収入

負担金収入

手数料収入

令和５年度 福祉保健研修交流センターウィリング横浜 指定管理事業収支予算書

広報費支出

人件費支出

項目

収入計

水道光熱費支出

受託金収入

横浜市指定管理料

非常勤職員給与支出

事業収入

研修研究費支出（事務費）

事務消耗品費（事務費）

業務委託費支出

器具什器費支出

手数料支出

保険料支出

福利厚生費支出（事務費）

法人会計へ

印刷製本費支出

通信運搬費支出

負担金支出

通信運搬費支出（事務費）

支出計

諸会費支出（事務費）

蔵書購入費支出

保守料支出（事務費）

賃借料支出（事務費）

業務委託費支出（事務費）

器具什器費支出（事務費）

固定資産取得支出

旅費交通費支出

賃借料支出

諸謝金費支出

修繕費支出

租税公課支出

会議費支出

事務費支出
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